
別表第２（第６条、第17条関係） 

切 土

又 は

盛 土

工 事

の 安

全 対

策 

１ 土砂の移動量（切土及び盛土の合計量）は必要最低限度とし、事業区域内の地形及

び土地の形質の変更を最小限度にとどめること。 

２ 崖又はのり面の上端に続く地盤面には、特別の事情がない限り、その崖又はのり面

の反対方向に雨水その他地表水が流れるように勾配が設けられていること。 

３ 切土をする場合には、切土した後の地盤に滑りが生じないよう安全確保のための措

置を講ずること。 

４ 盛土をする場合には、盛土をした後の地盤に雨水その他地表水の浸透によるゆるみ、

沈下又は崩壊が生じないよう、締固め等の措置を講ずること。 

５ 切土又は盛土により事業区域を造成する場合には、茨城県宅地開発関係資料集（技

術基準及びその他編）12擁壁等の基準に準じること。 

※ 造成区域の面積が500㎡以上、盛土の高さが30cmを超える場合等は、宅地造成及び特

定盛土等規制法、条例等の適用の有無について関係機関に確認すること。 

防 草

対策  

１ 事業区域内の敷材については、適切な維持管理及び更新を行うこと。 

２ 事業区域内の敷材は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、

茨城県土砂等による土地の埋立等の規制に関する条例（平成15年茨城県条例第67号）

及び古河市土砂等による土地の埋立等の規制に関する条例（平成17年条例第111号）（以

下「廃掃法等」という。）に違反しない適切な敷材を使用することとし、径は10cm以下

の資材を使用すること。また、ウッドチップを利用する際は、有価物又は原位置自然

還元物を使用すること。  

雨 水

排 水

対策 

１ 原則として事業区域外に雨水が流出しない土地勾配とすること。 

２ 事業区域内の雨水は敷地内処理を行うこと。この場合の処理方法は、古河市雨水流

出抑制技術基準によるものとする。 

３ 太陽光パネルの設置箇所に係る流出係数は、0.9～1.0とすること。 

有 害

物 質

対策 

１ カドミウム、ヒ素等が含まれ、周囲に影響を与えるおそれのある太陽光パネルを設

置する場合には、破損時に周囲に影響がないように対策（地中不浸透、飛散防止等）

を講じること。 

２ 太陽光発電設備の廃棄処理を行う際には、廃掃法等に従い処理を行い、国が定める

太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドラインに準じて処分すること。 

太 陽

光 発

電 設

備 の

安 全

対策 

１ 第三者が事業区域内に侵入し、事故等が起こらないよう周囲を柵塀等により囲み、

出入口には扉を設け施錠すること。 

２ 柵塀等については、太陽光発電設備と柵塀等との距離を空けるようにした上で、事

業区域内に第三者が容易に立ち入ることができない高さ及び容易に取り除くことがで

きないものを用いること。 

３ 柵塀等を常に良好な状態に維持し、看板は常に文字が識別できるようにすること。 

４ 架台の高さ等については、日本産業規格JISC8955を満たしていること。 

生 活

環 境

の 保

全 

１ 住宅、学校、病院、児童福祉施設、社会教育施設等に隣接する場所に太陽光発電設

備を設置する場合は、威圧感、騒音振動、熱及び反射光等に配慮し、近隣住民及び周

辺住民等と協議の上、事業区域との境界から後退させ、太陽光パネルを低反射のもの

とし、又は傾きを調整すること。また、機器の設置位置については、各メーカーの設

置基準に準拠したものとし、騒音、遮光等の対策を講じること。 

２ 道路沿いに太陽光発電設備を設置する場合は、道路の見通しの妨げにならないよう

事業区域との境界から後退させること。 

３ 地元関係者等の要望があったときは、騒音、遮光等の対策を随時講じること。 

４ 環境省が定める太陽光発電の環境配慮ガイドライン、一般社団法人太陽光発電協会

の定める太陽光発電システムの反射光トラブル防止について等を参考とすること。 

良 好

な 景

観 の

形成 

１ 市街地、住宅地等の景観を阻害しないよう太陽光発電設備の設置位置、形態意匠、

色彩等に配慮すること。 

２ 河川、都市公園等の自然景観を阻害しないよう太陽光発電設備の設置位置等に配慮

すること。 

３ 太陽光発電設備は、周囲の景観と調和したできる限り目立たない色彩とすること。 

電 気

設 備

の 保

１ 電気事業法（昭和39年法律第170号）に定める太陽光発電設備の保守点検を行い、必

要に応じて設備の更新等速やかに対応すること。 

２ 一般社団法人太陽光発電協会等が定める太陽光発電システム保守点検ガイドライン



守 点

検 

を参考にすること。 

３ 太陽光発電設備が破損したときは、被害を最小限にとどめるよう努めるものとし、

速やかに復旧又は撤去すること。  

 


